
 - 1 - 

宮崎県立芸術劇場内カフェ設置・運営に関する仕様書 

 

１ 物件概要 

⑴ 所 在 地：宮崎市船塚３丁目 210番地 

⑵ 名  称：宮崎県立芸術劇場 １階カフェ区画 

⑶ 用 途：カフェ（飲料及び飲食の提供を主体とすること。）  

⑷ 貸付面積：273.63㎡（１階、位置図及び平面図は別紙参照） 

※貸付場所は、貸付面積（273.63㎡）とする。 

なお、客席部分については、県による整備や管理運営（整備内容等は県が決定）を希望する提

案も可能とする。 

ただし、この場合、日常的な清掃や廃棄物の処理は事業者が行うものとする。 

⑸ 参  考 

ア 宮崎県立芸術劇場（以下「劇場」という。）の利用者数は、225,322人（令和４年度）。 

  イ 劇場は、県立図書館及び県立美術館などとともに、総合文化公園内に位置しており、３つの文

化施設と２つの広場を一体的に整備した、緑豊かな文化の香り高い施設として幅広い世代に利用

されている。 

 

２ 契約 

⑴ 契約方法 

地方自治法（昭和 22年法律第 67号）238条の４第２項第４号及び公有財産取扱規則（昭和 39年 

宮崎県規則第 20号。以下「公有財産取扱規則」という。）に規定する公有財産の貸付けにより契約

するものとする。選定された事業者は、基本協定書及び定期建物賃貸借契約書（以下「契約」とい

う。）の締結を行うものとする。 

⑵ 契約期間 

ア 契約期間は、令和７年４月１日から５年間とする。 

    なお、この期間には店舗開設に伴う工事、設備の設置、開店準備に要する期間は含まないが、 

   契約期間満了又は解除に伴う原状回復に要する期間を含むものとする。 

  イ 契約は、前項に規定する期間の満了により終了し、更新はない。 

  ウ 県は、期間の満了の１年前から６月前までの間、運営事業者（以下「事業者」という。）に対

し期間の満了により契約が終了する旨を書面によって通知する。 

⑶ 契約解除 

県は、次のアからウまでのいずれかに該当するときは、契約の解除をすることができる。この場 

合においては、事業者に損害又は損失が生じても、県はその賠償又は補償の責めを負わない。 

  ア 事業者が契約条項に違反したとき。 

  イ 事業者が貸付物件を、公の秩序又は善良な風俗に反する目的その他社会通念上不適切と認めら

れる目的に供したとき。 

  ウ 事業者が国税及び地方税を滞納したとき。 

⑷ 原状回復及び返還  

事業者は、契約を解除したときは県が指定する期日までに又は契約期間が満了したときは期間満

了日までに、自己の費用で貸付物件を原状に回復し、返還しなければならない。ただし、県が特に
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承認したときは、この限りでない。 

また、事業者が期日までに原状回復の義務を履行しないときは、県が原状回復のための処置を行

い、その費用を事業者に請求することができる。この場合においては、事業者は何ら異議を申し立

てることができないものとする。 

⑸ 損害賠償 

事業者が物件の使用に当たり、県又は第三者に損害を与えたときは、全て事業者の責任でその損 

害を賠償しなければならないものとする。 

また、事業者がその責めに帰する理由により、貸付物件の全部又は一部を滅失し又は損傷したと 

きは、当該滅失又は損傷による損害額を県に支払わなければならない。ただし、事業者が自己の費

用で貸付物件を原状に回復した場合は、この限りでない。 

⑹ 有益費等の請求の放棄 

事業者は、貸付物件に投じた改良等のための有益費、修繕費等の一切の費用を県に請求すること 

ができない。 

 

３ 営業日等 

  営業日及び営業時間は、原則として契約期間中における開館日及び開館時間とする。なお、休館日

または開館時間外において、劇場の管理運営を行う指定管理者（以下「指定管理者」という。）と協

議の上、営業する場合がある。 

※休 館 日：月曜日（但し、月曜日が祝日又は休日の場合は開館し、翌火曜日に休館）、  

年末年始（12月 28 日から翌年の１月４日まで。但し変更もあり得る）、臨時休館日、

保守点検日 

※開館時間：午前９時から午後 10時まで 

 

４ 商品内容等 

⑴  品目 

実際の販売品目については、事業者の企画提案に基づき、契約締結後にあらかじめ県と協議の上、 

決定すること。 

⑵ 販売価格 

販売品目に見合った適切な価格を設定すること。実際の価格については、事業者の企画提案に基 

づき、契約締結後に県と協議すること。 

⑶ 商品・材料等の仕入れ及び調理・加工・取扱い 

商品・材料等は、事業者が信頼できる事業者から仕入れること。その調理、加工、取扱いに当 

たっては、温度管理や衛生管理に万全を期し、鮮度・品質の保持に努め、消費期限等を厳守するこ

と。  

なお、カフェ利用者に販売した商品に瑕疵があった場合は、事業者が全ての責任を負うものとす

る。 

 

５ 運営主体 

  店舗は、県と契約を締結した事業者自らが運営することとする。 

  なお、県から貸付物件の転貸の承認を受けた場合は、事業者とフランチャイズ契約を締結したフラ



 - 3 - 

ンチャイズ加盟者が運営することができるものとする。この場合、事業者はフランチャイズ加盟者へ

の監督責任がある。 

  また、県は運営状況について、いつでも改善の申入れを行うことができ、事業者はその改善に努め

なければならない。 

 

６ 費用負担 

⑴ 貸付料は、年度ごとに納入通知書により、指定する期日までに前納すること。 

なお、公有財産取扱規則に基づき算定した貸付料（以下「算定額」という。）が提案時の貸付料 

を上回った場合は、算定額に相当する額に貸付料を改定するものとする。 

また、貸付料の消費税相当分については、契約期間中に消費税率の改定があった場合は、改定後 

の消費税率により算定した額とする。 

⑵ 契約保証金については、宮崎県財務規則第 101条の規定を準用する。 

⑶ 業務に係る従業員等の人件費、販売する商品の仕入れや製造に係る費用等は全て事業者の負担と 

する。 

⑷ 電気料金は、計量器（子メーター）を自らの負担で設置し、これにより計測した使用量に基づく 

料金を指定管理者が事業者に対して請求する。 

⑸ 上下水道料金は、設置済の計量器により計測した使用量に基づく料金を指定管理者が事業者に対 

して請求する。 

⑹ 貸付範囲外の全庁館内空調（原則として、夏季及び冬季の開館時間の間において、室温を一定に 

維持するために実施する。）に係る熱（冷暖房）料は、徴収しない。ただし、事業者が店舗内の冷

暖房及び空調管理を独自に行う場合は、自らの負担で必要な設備を設置及び管理すること。 

⑺ ガスは既存のガス設備が使用できるが、事業者が自ら供給事業者と契約するものとし、ガス料金 

は事業者の負担とする。 

⑻ 外線電話等を必要とする場合、これらの設置工事並びに維持管理及び使用に要する経費について 

は事業者の負担とし、その費用負担については、別途協議するものとする。 

⑼ 店舗で発生した廃棄物については、事業者は店舗内外に、廃棄物の回収に必要な容量のゴミ箱を 

事業者の負担で設置し、事業者が自ら処理するものとする。また、商品購入者が購入した商品から

生じたゴミを、店内ゴミ箱に廃棄することを認めるものとする。 

⑽ 清掃、防虫等の衛生管理は事業者が自ら行うものとし、清掃料等は徴収しない。 

⑾ 備品等（調理器具や食器などの什器等）の設置、維持補修及び撤去は、事業者自らの負担で行う 

こと。 

⑿ 営業に必要な各種手続きに要する費用及び撤退に伴う原状回復費用は、事業者の負担とする。 

 

７ 使用の制限等 

⑴ 使用の制限 

 ア 事業者は、貸付物件をカフェの設置・運営以外の用途に供してはならない。 

 イ 事業者は、貸付物件を善良な管理者の注意をもって、維持保全しなければならない。 

 ウ 上記イの規定による維持保全のため通常必要とする修繕費その他の経費は、事業者の負担とす 

   る。 

 エ 事業者は、業務に当たって指定管理者の業務や来館者の観覧等に支障がないよう配慮しなけれ
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ばならない。  

 オ 事業者は、フランチャイズ契約に基づく第三者（フランチャイジー）を除き、定期建物賃貸借

契約に基づく権利の全部又は一部を第三者に譲渡し、転貸し、質入し又は担保に供してはならな

い。 

 カ 事業者は、貸付物件について修繕、模様替えその他の行為をしようとするとき又は利用計画を 

   変更しようとするときは、事前に書面により県の承認を受けなければならない。 

⑵ 管理制限 

営業時間終了後は、事業者自らが施錠確認を行い、店舗の鍵の管理を行うものとする。 

⑶ 防災上の配慮 

出店に当たり関係する法令については、所轄する官公庁等との協議を行わなければならない。 

⑷ 商品の搬入・廃棄物の搬出等 

商品の搬入及び廃棄物の搬出については、館内業務用出入口を使用し、行うことができるが、来 

館者等の安全に十分配慮の上、通行の妨げにならないよう短時間で行うものとする。なお、開館時

間外における商品の搬入については、敷地内の指定管理者が指定する場所に車両を駐車し、決めら

れたルートに従って行うものとする。また、廃棄物の搬出等については、劇場のゴミ集積スペース

を使用することができるものとする。 

⑸ 店舗内の清掃 

事業者は店舗に係る清掃を自ら行わなければならない。なお、客席部分の管理運営を県で行うこ 

とを希望する場合も、カフェ利用後の座席等の清掃や廃棄物処理等の日常的な清掃を実施すること。 

店舗周辺（窓ガラス等を含む。）の清掃、消毒、害獣駆除等については、指定管理者の指示のも 

と、事業者の責任において適切に実施し、虫害等の防止に努めること。また、実施に当たっては、 

指定管理者と協議の上、適切な薬剤等を用いること。 

⑹ 防火・防犯対策  

事業者は、店舗に係る必要な防火・防犯対策を自ら行わなければならない。火災発生等により劇 

場に損害を与えた場合は、速やかに弁済する責を負う。県は、金品等の盗難等による被害の責任を

負わない。 

営業時間外に施設管理のため清掃業者その他の事業者以外の者が施設に立ち入る場合は、あらか 

じめ指定管理者に連絡を行い、立ち入りの際は事業者が立ち会うこと。  

⑺ 店舗内外を問わず、張り紙、看板等を表示又は掲出をする場合は、県とその内容、場所等につい 

て協議し、あらかじめ承認を受けなければならない。 

なお、この場合、貸付料とは別に表示又は掲出に係る使用料が発生することがある。 

⑻ その他 

 ア 店舗内は全て禁煙とし、店舗内外における灰皿の設置も不可とする。 

 イ 店舗の設置・運営に当たっては、関係法規及び県の関係規程等に定める事項を遵守しなければ 

   ならない。 

 ウ カフェ運営事業で万一事故が発生した場合に、事業者の責任で速やかに対応ができるよう安全

管理マニュアルを作成すること。 

エ 車いすやベビーカーの利用など、障がいのある方や乳幼児、高齢者など、多様な人々が利用し

やすいよう配慮すること。 

オ カフェ利用者専用の駐車場はない。利用者は総合文化公園駐車場の使用が可能だが、駐車場の



 - 5 - 

確保はできない。 

 

８ 店舗設置工事 

⑴ 店舗は、劇場と調和した外観にすること。 

⑵ 事業者は、出店に当たり、企画提案に基づき、自らの責任と負担において、必要な設置工事を行 

うこと。なお、客席部分については、県による整備や管理運営を提案することができる。 

⑶ 設置工事において発生した光熱水費等の経費については、事業者の負担とする。 

⑷ 事業者が設置した設備等については、事業者が自らの負担と責任において、維持管理を行わなけ 

ればならない。 

 

９ 次期カフェ設置業者選定に向けた協力 

  県が公募提案方式等により契約期間満了後のカフェ設置業者を選定するに当たって、事業者は、 

次に掲げる事項を了承するものとする。 

⑴ 応募事業者の店舗見学 

⑵ 事業者が原状回復を行うなどしてカフェ業務が運営できない期間、県が劇場内で別事業者へ行う 

カフェ営業許可 

 

10 その他 

⑴ 出店者は、建築、電気、機械及び防災等の各設備を、常に良好で適正な状態に保たなければなら 

ない。 

⑵ 県はカフェの管理運営及び施設設備の状況について必要に応じて調査し、出店者に報告を求める 

ことができるものとする。 

⑶ 貸付の条件については、宮崎県立芸術劇場内カフェ設置・運営事業者公募実施要領、本仕様書、 

基本協定書及び定期建物賃貸借契約書に定めるもののほか、県の関係条例又は規則等に定めるとこ

ろによる。 

⑷ 上記(3)に定めのない事項については、双方協議の上決定するものとする。 


